玉城町公金クレジットカード決済業務（その１）業務仕様書
１　業務名

　　玉城町公金クレジットカード決済業務（その１）
２　仕様書の趣旨

本仕様書は、玉城町（以下「発注者」という。）の公金クレジットカード決済業務（以下「業務」という。）について、その範囲及び条件等を定めるものである。 

３　業務の目的
 　 本業務は、納税手段の拡大（クレジットカード決済の導入）により、住民サービスの一層の向上を図ることを目的とする。 

４　業務の内容
　　受託者は、地方自治法第２３１条の２第６項の規定による指定代理納付者となり、クレジットカード決済された公金を第三者納付として、発注者が指定する金融機関へ立替払いにより支払う。

５　業務の流れ
　(1)　発注者は、公金をクレジットカードにより決裁しようとする者（以下「納付義務者」いう。）からクレジットカード振替納付依頼書を受理し、これをデータ処理委託業者へ送致するとともに、庁内業務システムへクレジットカード情報を登録する。
　(2)　データ処理委託業者は、発注者より受領したクレジットカード振替納付依頼書に基づき、クレジットカード会社に信用照会を行い、カードの与信枠及び有効性を確認した後、その結果を発注者に報告する。

　(3)　発注者は前号により受けた報告に基づき、請求データを作成し、データ処理委託業者へ送致する。

　(4)　データ処理委託業者は、前号により受けた請求データに基づき、売上データを作成し、クレジットカード会社へ振替の依頼を行う。

　(5)　前号の依頼を受けたクレジットカード会社は、受領した売上データに基づき、クレジットカード決済した公金を発注者が指定する金融機関口座に入金すると共に納付義務者への口座振替に係る手数料を発注者あて行う。
６　指定代理納付の方法
　(1)　業務における指定代理納付は、納付義務者に代わり立替払いをする立替払方式であって、納付義務者に対して有する債権を買い取る債権委譲方式ではない。
　(2)　指定代理納付の収納締切日及び納付日は、月１回以上とする。
　(3)　クレジットカード決裁による立替金（以下「立替金」という。）は、納付義務者が選択するクレジットカードの支払方法（分割払い、リボルビング払い等）の種類を問わず，一括で納付すること。
　(4)　立替金を指定口座に振り込む際に必要な手数料については、受託者が負担すること。
　(5)　受託者の責めに帰すべき事由により、発注者の指定する日までに立替金を払い込む事が出来ない場合は、その金額について、発注者の指定する日の翌日から立替払をする日までの日数に応じ、地方税法第３２１条の２第２項等に規定する延滞金の割合を乗じて計算した金額に相当する金額を加算して納付するものとする。
７　対象公共料金
　　対象とする公共料金は下記のとおりとする。

ア　個人住民税（普通徴収）
イ　固定資産税
ウ　軽自動車税

エ　国民健康保険料
オ　後期高齢者医療保険料
カ　介護保険料
キ　保育料
ク　保育給食費
ケ　水道料金
コ　町営住宅使用料
サ　住宅新築資金等償還金
シ　玉城病院利用料金
ス　ケアハイツ玉城利用料金
８　対象件数

　　クレジットカード決済の対象となる公共料金の件数は、別添「玉城町クレジットカード決済利用実績」のとおりであり、クレジット決済の利用率は概ね１５％未満を想定する。
９　決済手数料（予定）
　　決済手数料は、決済金額の１.００％に消費税及び地方消費税相当額を含んだ額を上限として予定しており、これを発注者が負担するものとする。

なお、受託者は公共料金が発注者に納入された後、発注者に手数料を請求するものとし、請求書にその内訳が示された請求内訳明細書を添付すること。
10　使用可能なクレジットカードブランド
　　次に掲げる国際ブランドマークが付されたクレジットカードが使用でき   ること。

　　JCB

11　使用可能なクレジットカード

　　当該会社発行のクレジットカード及び日本国内・国外で現在及び将来提携する会社又は組織が発行するクレジットカード（発注者が別途加盟店契約を締結する会社又は組織が発行するものを除く。）
12　契約期間
契約期間は、契約締結日から令和５年３月３１日までとする。ただし、クレジットカード決裁の開始予定日は、令和４年４月１日とする。
13　守秘義務
　　受託者は，委託業務の実施に当たっては，次の事項を遵守すること。
　(1)　業務を遂行するうえで知り得た秘密に対する守秘義務を遵守すること。なお、この守秘義務は、業務終了後も課されるものであり、また、業務に従事する者（以下「要員」という。）が離職した場合も同様に遵守させること。
　(2)　クレジットカード情報等の個人情報について、受託期間はもとより、業務期間満了後であっても、保管、管理に万全を期し、漏洩防止のため適切な措置を講じなければならない。
　(3)　発注者が提供する一切のデータ、資料等を業務以外の目的で使用、複写、  複製又は第三者に提供してはならない。
　(4)　要員への指揮命令、管理監督及び指導育成は、受託者が責任を持って実行すること。

　(5)　業務を遂行するにあたり、発注者の信用を失墜する行為を行ってはなら   ない。

　(6)　事故、災害等の緊急事態が発生した場合を想定し、業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。
　(7)　受託者は、委託業務遂行上、故意又は過失により何らかの事故や不適切な事務処理等が生じ、情報保全ができなかった又は保全できていない可能性が生じた場合、直ちに発注者に報告し、発注者と協議のうえ対応するものとし、この場合に生じた費用は全て受託者が負担することとする。
また、受託者は、事実を明らかにした報告書を遅滞なく発注者に提出するものとする。

14　その他

　(1)　前条文の他、別添「公金の立替払いに関する加盟店基本契約書（案）」（以下「基本契約書案」という。）を十分に参照すること。

　　　ただし、基本契約書案は当該契約会社発行のクレジットカード及び日本国内・国外で現在及び将来提携する会社又は組織が発行するクレジットカード（発注者が別途加盟店契約を締結する会社又は組織が発行するものを除く。）を取扱う場合のものであり、当該契約会社のみを取扱う場合は、関係条項を修正するものとする。

　(2)　本仕様書について、疑義が生じた場合又は業務遂行中に疑義が生じた場合は、発注者と受託者が協議のうえ決定する。
